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は し が き

　私が最高裁判事としての職務に携わっていたのは 6年 4か月である。裁判官
としての経験であれば，キャリア裁判官出身の最高裁判事の経験年数にはるか
に及ばない。本書のタイトルを『管見　最高裁判所』とした所以である。研究
者出身の私が回顧録の執筆の依頼をお受けしたのは，むしろ，私が裁判官の世
界から離れた学界に長く身を置いていたため，おそらくキャリア裁判官出身の
最高裁判事であれば当然と思うようなことに驚くことが稀でなく，また，最高
裁の在り方，司法の在り方について，研究者としてのバックグラウンドがあっ
たからこそ，様々な問題意識を持つことができたことも事実であり，そのよう
な知見を社会にお伝えすることにも意味がないわけではないと考えたからであ
る。実際，最高裁判事退任後，予想をはるかに超える数の講演・取材の依頼を
受けることになり，研究者出身の最高裁判事としての経験，認識，感想への関
心が，決して法学の研究者，弁護士等の実務法曹にとどまらないことを実感す
ることになった。
　私は公法学の研究者として，これまで，公権力の行使には説明責任が伴うこ
とを強調し，行政手続法，情報公開法，公文書管理法など，行政の透明性の向
上，説明責任の確保に資する立法にも関与してきた。裁判も紛れもなく公権力
の行使であり，最高裁判事として公権力を行使してきた者として，説明責任を
果たすべき立場にある。私が個別意見を積極的に執筆した一つの理由も，それ
を通じて説明責任の一端を果たすことができると考えたからである。本書の第
2部で，私の個別意見について解説を行うのも，同様の問題意識による。もっ
とも，他方において，裁判官には評議の秘密を守る義務が課されているので，
評議の場で誰がどのような意見を述べたかについては，本書でも述べておらず，
評議とは離れて，あくまで私個人が当該事件をどのように考えるかを解説する
にとどまっている。
　本書の第 2部で取り上げた私の個別意見の整理については，東京大学大学院
法学政治学研究科の巽智彦准教授にお手伝いいただいた。このことに厚くお礼
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申し上げたい。
　また，有斐閣の佐藤文子氏からは，本書の内容を改善するために様々なご助
言をいただいた。その結果，読者にとっての理解のしやすさという点でかなり
の改善を図ることができたと思われる。このことに深く感謝したい。

2026 年 3 月

宇  賀  克  也
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